
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年度業務実績評価別添資料 

 

評価委員会が特に厳正に評価する事項 及び 

政・独委の評価の視点への対応状況説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国立循環器病研究センター 
平 成 ２ ３ 年 ６ 月 

 

 

 

資料２－３ 



 

1 

目次 

 

項目１ 財務状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

項目２ 保有資産の管理・運用等 ・・・・・・・・・・・・ 3 

項目３ 組織体制・人件費管理 ・・・・・・・・・・・・・ 4 

項目４ 事業費の冗費の点検 ・・・・・・・・・・・・・・ 29 

項目５ 契約 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 32 

項目６ 内部統制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

項目７ 事務・事業の見直し等 ・・・・・・・・・・・・・ 48 

 

 

 



 

2 

（項目１） 

財 務 状 況 

 

①当期総利益又は総損失  総利益           １５．７億円 

②利益剰余金又は繰越欠損金 利益剰余金       １５．７億円 

③-1 当期国立循環器病研究セン

ター運営費交付金債務 
     ５９．０億円 （執行率 95.3％） 

 

④利益の発生要因 

及び 

目的積立金の申請状況 

センターの運営方針に応じた、職員の適正配置、平均在院

日数の短縮や地域連携強化の施策を実施したことや、材料

費、人件費、委託費等に係るコスト削減に努め、収支相償以

上を目指し収支改善を推進したことにより、当期総利益  

１５．７億円を計上したものである。 

なお、平成２２年度決算における利益剰余金は、将来の投

資（病院建物の整備・修繕、医療機器等の購入等）及び借入

金の償還に充てるための積立金とすることとしている。 

⑤100 億円以上の利益剰

余金又は繰越欠損金が

生じている場合の対処

状況 

 

⑥運営費交付金の執行

率が９０％以下となっ

た理由 
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（項目２） 

保有資産の管理・運用等 

 

①保有資産の活用状況

とその点検 

（独立行政法人の事務・事業の

見直し基本方針で講じる措置が

定まっているものを除く。） 

保有資産については、自らの病院事業、研究所及び

臨床事業に有効活用している。 

知的財産権については、知的財産ポリシー及び職務

発明等規程を整備し、知的財産権の出願及び活用に

ついて、方針を定めている。当該方針に基づき、職

務発明委員会において、センター内有識者の判断の

下、出願の可否を判定している。出願ないし登録さ

れた権利にあっては、厚生労働大臣認定ＴＬＯに権

利を譲渡することにより、知的財産の活用を図って

いる。また、知的資産活用審査委員会を設置し、セ

ンター自ら特許権又はノウハウ等の知的財産権をラ

イセンスアウトできる体制を整えている。実施許諾

に至っていない特許権については、当該特許権の技

術評価を第三者に委託し、ライセンス可能性を探っ

ている。 

②資金運用の状況 

該当なし 

③債権の回収状況 

貸借対照表に計上されている医業未収金について

は、その大半が支払確実な支払基金・国保連合会に対

する２月及び３月分の診療費債権であり、４月及び５

月に支払われることとされている。 

また、患者に対する診療費債権のうち貸倒引当金を

計上しているものは、医業未収金全体の０．１４％程

度である。 

［関連法人への貸付状況：該当なし］ 
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（項目３） 

組織体制・人件費管理 

（委員長通知別添一関係） 
 

①給与水準の状況   

と総人件費改革の進

捗状況 

【給与水準の状況】 

職員の給与水準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の

規定に基づき、法人の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般

の情勢に適合したものとなるよう決定している。 

平成２２年度のラスパイレス指数は、事務・技術職９９．

２、研究職員１０３．４、医師１０８．１、看護師１０９．

１となっており、事務・技術職以外が国の給与水準より高い

ものとなっている。 

この主な要因は、次のとおりである。 

① 当法人の在勤地（吹田市）が３級地であり、全職員に対

して 12/100（医師は 15/100）の率で地域手当を支給。 

② 優秀な研究職員を確保するため、医師の資格を必要とす

る研究職員に対して医師手当を支給。 

③ 優秀な医師を確保するため、国の初任給調整手当と同旨

である医師手当の増額及び専門医資格に対する医師手

当加算の支給。 

④ 医長以上の医師、看護師長以上の看護師に対して、病院

における管理職として国の俸給の特別調整額に準じた

役職手当の支給。 

平成２３年度における対国家公務員指数は、現状で推し 

た場合、平成２２年度とほぼ同様の数値となることが見込ま

れるが、全国的な医師等医療従事者の確保が厳しい情勢の中、

優秀な医療従事者を確保するための処遇改善が重要課題であ

り、国家公務員の給与、公立･民間医療機関の給与等を総合的

に考慮したうえで、適切な水準の確保について検討する。 

                           

【総人件費改革の進捗状況】 

中期計画において、「総人件費については、センターの果た

すべき役割の重要性を踏まえつつ、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」(平成１８年法律

第４７号)に基づき平成２２年度において１％以上を基本と

する削減に取り組み、「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針 2006」(平成１８年７月７日閣議決定)に基づき、人件費
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改革の取組を平成２３年度まで継続するとともに、給与水準

に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を

受けるものとする。その際、併せて、医療法(昭和２３年法律

第205号)及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行うこと

はもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高

度先駆的医療の推進のための対応や医療安全を確保するため

の適切な取り組みを行う。また、独立行政法人に関する制度

の見直しの状況を踏まえ適切な取り組みを行う。」としてい

る。 

平成２２年度人件費の主な増減要因は次のとおりである。 

① 給与、報酬等支給総額 

・良質な医療を効率的に提供していくため、医療従事 

者を増員（２４５，２３４千円） 

 ・研究職の医師手当の改善（３３，３００千円） 

 ・技能職の退職後不補充（△１１，６１８千円） 

② 最広義人件費 

   ・医師確保の観点からレジデント及び専門修練医の時 

給単価を改定 

 ・循環器研究開発費による非常勤職員のイントラ化 

（参考） 

平成２２年度人件費率 

   計画 ４１．３６％  実績 ３９．８９％ 

②国と異なる、又は

法人独自の諸手当の

状況 

夜間看護等手当 

・医師・看護師等が深夜業務に従事した場

合の手当。 

・医  師：１回/9,900 円～2,900 円 

・看護師：１回/7,600 円～2,200 円 

・その他：１回/6,000 円～1,800 円 

・国の「夜間看護手当」と同旨であるが、

医師等については、独法移行後、救急医療

等の診療体制の強化や労働基準法の適用

により２４時間の交代制勤務を行う職員

が増加したことから、看護師との均衡を考

慮して支給対象に加えたものであり適正

な手当と判断している。 

役職職員特別勤

務手当 

・臨時の又は緊急性を有する業務のため休

日等に勤務した場合及び医師が宿日直等

勤務又は救急呼出により診療業務を行っ
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た場合の手当。 

・１回/27,000(上限)～6,000(下限) 

・国の「管理職員特別勤務手当」と同旨で

あり、病院に勤務する医師の特性を考慮し

た観点から適正な手当と判断している。 

・また、業務の附加として上位の役職の業

務・高度な業務等を担う場合は、基本給の

１０％を上限として支給することができ

ることとしており、すでに就いている職務

に加えて特別に副院長の職務（特命副院

長）を命じられ、当該職務に従事した場合

等、病院運営上の特性を考慮したものであ

る。 

ヘリコプター 

搭乗救急医療手

当 

・医師・看護師等の医療従事者が、ヘリコ

プターに搭乗し、機内等で診療等を行った

場合の手当。 

・医 師：１回/5,000 円 

・医師以外：１回/3,000 円 

・国の「航空手当」及び大学や民間医療機

関における同様の手当を踏まえ、救急医療

に従事する医師・看護師等の勤務実態・特

殊性を勘案し、救急医療に従事する医師等

の確保対策の観点から適正な手当と判断し

ている。 

救急呼出 

待機手当 

・医師・看護師等の医療従事者が、深夜勤

務及び緊急の診療業務に対応するため特

定の時間帯を定めて自宅等において待機

をした場合の手当。 

・医 師：１回/5,000 円 

・医師以外：１回/2,000 円 

・ヘリコプター搭乗救急医療手当と同様に

大学や民間医療機関における手当を踏ま

え、深夜勤務及び救急医療に従事する医

師・看護師等の医療従事者の勤務の実態・

特殊性を勘案し、深夜勤務及び救急医療に

従事する医師等の確保対策の観点から適

正な手当と判断している。 
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救急医療 

体制等 

確保手当 

・医師等が休日及び夜間において、地域の

第３次又は第２次救急医療の確保のため、

理事長の指定する病院において、救急外来

患者へ応需した場合の手当。 

・診療業務(1h 以上)：１回/12,000 円又

は6,000 円（8h 以上は18,000 円） 

・分娩：１回/10,000 円 

・国における「救急医療及び産科医療を担

う勤務医の処遇改善を支援する補助制

度」に対応したものであり、休日及び夜

間の救急・周産期医療体制の整備を図る

とともに、救急医療及び産科医療を担う

医師等の処遇改善の観点から適正な手

当と判断している。 

医師手当 

・地域における医師確保のための手当。 

・月額209,600 円～60,500 円 

・国の「初任給調整手当」と同旨であり、

全国的に厳しい情勢である医師確保の観

点から適正な手当と判断している。 

医師手当 

加算部分 

専門看護手当 

・学会や公益法人等の第三者機関において

認定された広告可能な専門医や認定看護

師などの特定の分野における専門的知識

を有している医師・看護師のための手当。 

・医師 １資格/月額5,000 円(上限2 資格) 

・看護師 専門看護師/月額5,000 円 

認定看護師/月額3,000 円 

・医師手当の加算部分及び専門看護手当に

ついては、専門化・高度化した病院を運営

する当センターの特性を踏まえ、有能な人

材を確保する観点から適正な手当と判断

している。 

・また、他の医療機関でも導入が進んでい

るものである。 
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附加職務手当 

・医師等が地方自治体等への診療援助など

を行った場合の手当。 

・依頼（要請）元より医師等の勤務する病

院に支払われた報酬の範囲内において、そ

の診療援助などを行った医師に対して給

与を支給する。 

・医療を提供する病院を運営する当センタ

ーの特性を考慮し、地域における診療連携

の推進を図る観点から適正な手当と判断

している。 

年度末賞与 

・医業収支が特に良好な年度にそのインセ 

ンティブとして支給する手当。 

・手当額は、次のうち最も低い額 

① 医業収支が黒字、かつ、計画を上回

る額。 

② 診療セグメントの経常収支が黒字。 

ア 診療セグメント以外のセグメン 

ト収支の合計が赤字である場合 

、診療セグメントの経常収支額 

からその赤字額を差引いた額が 

計画を上回る額。 

イ 診療セグメント以外のセグメン 

ト収支の合計が黒字である場合 

、診療セグメントの経常収支額 

が計画を上回る額。 

③ 算定の基礎総額の概ね 0.5月分。 

④ 給与比率が計画と同じ率に収まる額 

・法人に求められる能力実績主義を踏ま 

え、経営努力のインセンティブとして職員 

に対し支給するもので、独立行政法人にお 

ける給与制度の趣旨に則って独立行政法 

人へ移行する際に設けたものである。これ 

は、中央省庁等改革基本法（独立行政法人 

の職員の給与に当該独立行政法人の業務 

の実績が反映されるものであること）、独 

立行政法人通則法（法人の職員の給与は、
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その職員の勤務成績が考慮されるもの 

でなければならないこと）、独立行政法人 

整理合理化計画（各独立行政法人は能力・ 

実績主義の活用により役職員の給与等に 

その業績及び勤務成績等を一層反映させ 

ること）を踏まえた観点から適正な手当て 

と判断している。 

業績手当の業績

反映分 

・業績手当（６月及び１２月）のうち、職

員個々の業務実績に反映する部分（業績

反映部分）の手当。 

 一般 ６月支給/0.70月、 

１２月支給/0.65 月 

 役職 ６月支給/0.90月 

    １２月支給/0.85 月 

・業績手当については、基礎的部分は国の

「期末手当」に準じているものであり、

業績反映部分は国の「勤勉手当」を踏ま

えたものであるが、業績反映部分につい

ては、病院の業績が悪い場合は、病院支

給総額をその業績に応じて減額が可能

な仕組みとしており、法人に求められる

能力実績主義を踏まえた観点から適切

な手当と判断している。 

・なお、当該減額がない場合の手当（支給

割合）は国に準じた額となっている。 

特殊業務手当 

・職務の複雑性及び困難性に基づき他の職

種に比して著しく特殊な勤務に従事す

る場合の手当。 

・月額/35,400円～4,200 円 

 ※支給額は、職務の内容又は勤務場所に

応じて規定 

・特殊業務手当は、国の時代から、職務の

複雑・困難性に基づき他の職種に比して

著しく特殊な勤務に対して支給してい

る手当であり、病院における職務の特殊

性及び職員確保の観点から適正な手当

と判断している。 
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・なお、当該手当は国の「俸給の調整額」

に類似したものであるが、民間医療機関

の状況等の調査に基づき約４割減額す

るとともに、業績手当（賞与）・退職手

当の基礎としない諸手当として見直し

たものであり、民間の給与を踏まえたも

のである。 

③福利厚生費の状況 

法定福利費 978,865 千円（役職員一人当たり 825千円） 

法定外福利費 10,905 千円（役職員一人当たり 9 千円） 

（主な法定外福利費の内容） 

・労働安全衛生法に基づく健康診断（7,758 千円） 

・医薬品等購入費：医療従事者へのワクチン接種 

（1,906 千円） 

・永年勤続表彰記念品（1,189千円） 

・慶弔費：弔電、供花（52千円） 
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（項目３の２） 

○ 国家公務員再就職者の在籍状況 及び 

法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者注１の在籍状況 

  （平成 23年 3月末現在） 

      役  員注２ 職  員 

      常勤 非常勤 計 常勤 非常勤 計 

総  数   ２人  ４人  ６人  ９１２人  ２６８人 １,１８０人 

  
 

うち国家公務員 

再就職者 
 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

  
 

うち法人退職者  ０人  ０人  ０人 ０人  ０人  ０人 

  
うち非人件費ポス

ト 
 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

    
うち国家公務員 

再就職者 
 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

    うち法人退職者  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 

注１ 「法人を一度退職した後、嘱託等で再就職した者」とは、法人職員が、定年退職等

の後、嘱託職員等として再度採用されたものをいう（任期付き職員の再雇用を除く。）。 

注２ 役員には、役員待遇相当の者（参与、参事等の肩書きで年間報酬額 1,000万円以上

の者）を含む。 

注３ 「非人件費ポスト」とは、その年間報酬が簡素で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律（平成 18年法律第 47号）第 53条第 1項の規定により削減

に取り組まなければならないこととされている人件費以外から支出されているもの

（いわゆる総人件費改革の算定対象とならない人件費） 

 

④国家公務員再就職者

及び本法人職員の再就

職者の在籍ポストとそ

の理由 

該当なし 
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様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人国立循環器病研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　独立行政法人移行初年度のため業績による反映なし。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 月例年俸を０．２％、業績年俸を０．１５月分を

平成22年12月より引き下げ。

理事 月例年俸を０．２％、業績年俸を０．１５月分を

平成22年12月より引き下げ。

理事（非常勤） 独立行政法人移行初年度のため改定なし。

監事 該当なし

監事（非常勤） 独立行政法人移行初年度のため改定なし。

２　役員の報酬等の支給状況

平成22年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,576 11,884 4,909 1,783
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

17,255 11,020 4,558
1,653
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

900 900
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,818 1,818
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,398 1,398
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。
注２：「地域手当」は、在勤地の民間賃金水準を基礎とし、当該地域の物価等を考慮して支給する手当である。
注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

B理事
（非常勤）

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長

A理事

監事
（非常勤）

法人での在職期間

該当者なし

該当者なし

該当者なし

法人の長

摘　　要

理事

該当者なし

C理事
（非常勤）

理事
（非常勤）

監事

該当者なし

A監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

２０歳 ５６歳２８歳２４歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)(千円)
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点
○国の人事院勧告を踏まえ、基本給月額及び賞与の引き下げを行った。（Ｈ２２．１２．１）
　・５５歳を超える職員の基本給及び役職手当の支給額を平均1.5%引き下げ
　・４０歳以上の職員が受ける号俸以上の基本給月額を平均0.1%引き下げ
　・賞与を0.2月分引き下げ

２　職員給与の支給状況
　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

668 35.3 5,569 4,132 100 1,437
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 41.1 6,276 4,664 218 1,612
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 41.7 6,629 4,847 64 1,782
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 39.5 11,319 8,867 76 2,452
人 歳 千円 千円 千円 千円

414 31.9 4,854 3,568 61 1,286
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 49.5 5,551 4,072 119 1,479
人 歳 千円 千円 千円 千円

129 39.2 5,651 4,161 200 1,490
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員、再任用職員を除く。

注２：上記の「研究職種」については、年俸制が適用される室長以上の研究員は含めない。

注３：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含めない。

注４：「教育職種（高等専門学校教員）」については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

総人件費については、当法人の果たすべき役割の重要性を踏まえつつ削減に取り組み、給与水準
に関して国民の理解が十分得られるよう必要な説明や評価を受けるものとする。併せて、医療法及
び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行うことはもとより、国の制度の創設や改正に伴う人材確
保も含め高度先駆的医療の推進のための対応や医療安全を確保するための適切な取り組みを行
う。

職員の給与水準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の規定に基づき、法人の業務の実績を考
慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるよう決定している。

中央省庁等改革基本法第３８条第６号の規定等に基づき、職員の業績を給与に反映している。

年俸制職員について、前年度の業務の実績を考慮の上、80/100から120/100の範囲内で
定める割合を前年度の業績年俸に乗じた額を支給する。

賞与：業績手当

（業績反映部分）
常勤職員（年俸職員を除く）について、業績に応じて定める割合を算定基礎額
に乗じた額を支給する。

賞与：業績手当

（年度末賞与）

基本給：昇給

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：業績年俸

制度の内容

人員

医療職種

（病院看護師）

事務・技術

研究職種

医療職種

（病院医師）

当該年度の医業収支が特に良好な場合に、職員の業績に応じて、定めた割合
を算定基礎額に乗じた額を支給する。

常勤職員の勤務成績に応じて５段階の昇給を行う。

福祉職種

（児童指導員等）

医療職種

（医療技術職）

うち賞与平均年齢
平成22年度の年間給与額（平均）

総額
区分 うち所定内

常勤職員

注５：「福祉職種（児童指導員等）」については在職人数が1人のため、個人情報が特定されるおそれがあることか

　　　ら、平均年齢及び平成２２年度の年間給与額（平均）については記載していない。

技能職種

（看護補助者等）
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・「在外職員」、「任期付職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については、該当する職員がいないため、表を記載

していない。

・平成２２年度を通じて在職し、かつ、平成２３年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）

の状況である。

　①　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

117 50.4 12,707 9,806 71 2,901
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 51.1 14,831 11,556 63 3,275
人 歳 千円 千円 千円 千円

56 49.4 10,336 7,866 78 2,470

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員、再任用職員を除く。

注２：上記以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 41.5 9,653 7,339 24 2,314
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 41.5 9,653 7,339 24 2,314

注１：上記以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

・「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については、該当する職員がいないため、表を記載していない。

・平成２２年度を通じて在職し、かつ、平成２３年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）

の状況である。

任期付職員（年俸制）

任期付職員

うち所定内 うち賞与

常勤職員（年俸制）

院長等

平成22年度の年間給与額（平均）

注３：「院長等」については在職人数が1人のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢及び

　　　平成２２年度の年間給与額（平均）については記載していない。

副所長等
（副所長・部長・室長）

区分 人員 平均年齢
総額

副院長等
（副院長・部長・医長）

２０歳 ５６歳２８歳２４歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人(千円)
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技能職員）

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

・地方部長 1 － － － －

・地方課長補佐 7 51.4 7,618 8,150 9,114

・地方係長 17 41.6 5,837 5,965 6,485

・地方係員 11 32.5 3,751 4,375 4,792

（研究職員）

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

・研究部長 14 53.9 12,190 12,500 12,982

・室長 43 47.7 8,754 9,436 10,287

・室員 12 41.8 5,914 6,586 7,028

平均分布状況を示すグループ

地方部長については在職人数が1人のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

平均年齢

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護
師））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均

人員

※該当者が４人以下の年齢階層については、第１･第3
四分位の折れ線を表示していない。

※該当者が４人以下の年齢階層については、第１･第3
四分位の折れ線を表示していない。

平均年齢人員分布状況を示すグループ
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（医療職員（病院医師））

（医療職員（病院医師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 － － － －

・部長 17 54.9 15,310 15,675 15,942

・医長 47 48.6 13,844 14,101 14,704

・医師 38 39.3 10,459 11,142 11,812

（医療職員（病院看護師））

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

・副看護部長 2 － － － －

・看護師長 21 46.1 7,041 7,311 7,625

・副看護師長 66 38.2 5,246 5,747 6,061

・看護師 325 29.5 4,043 4,417 4,606

人員 平均年齢 平均

副院長については在職人数が1人のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

副看護部長については在職人数が２人のため、個人情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

※該当者が４人以下の年齢階層については、第１･第3
四分位の折れ線を表示していない。

分布状況を示すグループ

・副院長

※該当者が４人以下の年齢階層については、第１･第3
四分位の折れ線を表示していない。
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③

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ５級 ７級

標準的 室長
な職位 係員 係長 専門職 課長 部長

人 人 人 人 人 人

36 12 16 3 4 1
（割合） (33.3%) (44.4%) (8.3%) (11.1%) (2.8%)

歳 歳 歳 歳 歳

50～22 50～34 52～46 56～48

千円 千円 千円 千円 千円

4,391
～2,033

5,030
～3,280

6,040
～5,684

6,834
～5,485

千円 千円 千円 千円 千円

5,959
～2,861

6,995
～4,617

8,091
～7,618

9,168
～6,611

（研究職員）

区分 計 １級

標準的
な職位 研究員

人 人

13 13
（割合） (100.0%)

歳

56～31

千円

6,720
～4,194

千円

8,495
～5,757

（研究職員:年俸制）

区分 計 副所長等年俸１級 副所長等年俸２級 副所長等年俸３級

標準的
な職位 室長 部長 副所長

人 人 人 人

56 41 14 1
（割合） (73.2%) (25.0%) (1.8%)

歳 歳 歳

59～39 57～47

千円 千円 千円

8,749
～5,950

9,783
～7,779

千円 千円 千円

10,965
～7,886

13,101
～10,450

 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師））

年齢（最高
～最低）

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

人員

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)
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（医療職員（病院医師））

区分 計 医療職（一）

標準的
な職位 一般医師

人 人

43 43
（割合） (100.0%)

歳

59～32

千円

9,590
～7,677

千円

12,274
～9,722

（医療職員（病院医師）：年俸制）

区分 計 副院長等年俸１級 副院長等年俸２級

標準的 副院長
な職位 医長 部長

人 人 人

60 46 14
（割合） (76.7%) (23.3%)

歳 歳

64～41 61～48

千円 千円

12,280
～10,537

12,537
～11,416

千円 千円

15,462
～13,327

16,908
～14,878

（医療職員（病院看護師））

区分 計 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的
な職位 看護師 副看護師長 看護師長 副看護部長

人 人 人 人 人

414 331 60 22 1
（割合） (80.0%) (14.5%) (5.3%) (0.2%)

歳 歳 歳 歳

55～22 58～29 54～38

千円 千円 千円 千円

5,086
～2,512

5,217
～3,421

6,096
～4,536

千円 千円 千円 千円

6,977
～3,511

7,280
～4,789

8,280
～6,143

所定内給
与年額(最
高～最低)

人員

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)
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④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

54.3 49.0 51.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.7 51.0 48.6

％ ％ ％

         最高～最低 45.7～45.7 51.0～51.0 48.6～48.6
％ ％ ％

60.6 51.3 55.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.4 48.7 44.6

％ ％ ％

         最高～最低 45.5～45.5 55.6～44.2 51.2～29.9

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0

％ ％ ％

12.8 11.1 11.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 87.2 88.9 88.1

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～36.9 100.0～45.0 100.0～41.4

（医療職員（病院医師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0.0 0.0 0.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0

％ ％ ％

29.2 25.5 27.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 70.8 74.5 72.8

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～37.3 100.0～43.6 100.0～40.8

（医療職員（病院看護師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 　　～　　 　　～　　 　　～　　
％ ％ ％

60.5 50.4 54.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.5 49.6 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 46.7～30.3 54.1～40.5 50.9～39.8

一般
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師））

管理
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）
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⑤

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 99.2

対他法人（事務・技術職員） 94.3

（研究職員）
対国家公務員（研究職） 103.4

対他法人（研究職員） 103.6

（医療職員（病院医師））
対国家公務員（医療職（一）） 108.1

（医療職員（病院看護師））
対国家公務員（医療職（三）） 109.1

水準を１００として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １００．０

参考 学歴勘案　　　　　　 　９８．９

地域・学歴勘案　　　　９９．８

講ずる措置

その他の事項

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研
究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師）)

　給与水準の適切性の
　検証

指数の状況

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準に置き換えた場合の給与

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　２４．８％
（国からの財政支出額　５９億円、支出予算の総額　２３８億円：平成22年度
予算）

【検証結果】
－

対国家公務員　　９９．２

引き続き、法人の業務の実績を考慮し、社会一般の情勢に適合した給与水
準となるよう適切に対応していく。

項目 内容

①管理職の割合（H23.4.1現在）　15.7％

②大卒以上の高学歴者の割合　37.3％

【主務大臣の検証結果】
国家公務員より低い水準であり、適切な取組が行われているものと認められ
る。
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○研究職員

地域勘案　　　　　　 １０２．０

参考 学歴勘案　　　　　　 １０２．４

地域・学歴勘案　　　１０１．１

講ずる措置

平成２３年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成２２
年度とほぼ同様に、対国家公務員103.4、地域・学歴勘案101.1となることが
見込まれるが、事業種別が研究を主としていることから、優秀な職員を確保
する必要があり、特に医師の資格を必要とする研究職員に対して医師に準
じた医師手当の支給等、処遇改善を行ったところである。今後も国家公務
員の給与、公立・民間施設の給与等を総合的に考慮したうえで、適切な水
準の確保について検討する。

引き続き、法人の業務の実績を考慮し、社会一般の情勢に適合した給与水
準となるよう適切に対応していく。

内容

指数の状況

対国家公務員　　１０３．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

項目

①管理職の割合（H23.4.1現在）　72.1％

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　２４．８％
（国からの財政支出額　５９億円、支出予算の総額　２３８億円：平成22年度
予算）

【検証結果】
－

・当法人は国家公務員の給与に準じて地域手当を支給しているが、在勤地
（吹田市）が３級地であり、全職員に対して12/100の率で支給している。
・優秀な研究職員を確保するため、医師の資格を必要とする研究職員に対
して医師に準じた医師手当を支給している。

【主務大臣の検証結果】
   地域、学歴等を考慮してもなお、国家公務員より高い水準であることから、
運営費交付金が交付されていることにも鑑み、国民の皆様に納得していた
だけるように、一層の給与水準の見直しについて十分検討していただききた
い。
その際には、事務職、技能職等様々な職種があることを踏まえて、評価・検
証を行っていただきたい。なお、ラスパイレス指数を用いて、法人の職員と
国家公務員との給与水準を比較するに当たっては、その算出方法につい
て、より客観的な比較が可能となるような工夫が必要であると考える。

その他の事項

②大卒以上の高学歴者の割合　100％

③比較対象職員の状況
年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の１３人及
び年俸制適用者に係る①表（同）の常勤職員欄の５６人　計６９人　６９人の
平均年齢４７．９歳、平均年間給与額９，６３８千円
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○病院医師

地域勘案　　　　　　 １１９．６

参考 学歴勘案　　　　　　 １０８．１

地域・学歴勘案　　　１１９．６

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

内容

指数の状況

対国家公務員　　１０８．１

　給与水準の適切性の
　検証

項目

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　２４．８％
（国からの財政支出額　５９億円、支出予算の総額　２３８億円：平成22年度
予算）

【検証結果】
－

・優秀な医師を確保するため独法移行時に先行独法である国立病院機構
に準じた給与面での処遇改善を行っている。
○国の初任給調整手当と同旨である医師手当の増額
○専門医資格に対する医師手当加算の支給
・医長以上の医師については、病院における管理職として、国の俸給の特
別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。

【主務大臣の検証結果】
   医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、
病院経営上においても、医業収益の確保にかかる基本的かつ重要な事項
であるため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。一
方、運営費交付金が交付されていることにも鑑み、可能な部分については、
医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り方につい
て、今後も必要な検討を進めてもらいたい。なお、ラスパイレス指数を用い
て、法人の職員と国家公務員との給与水準を比較するに当たっては、その
算出方法について、より客観的な比較が可能となるような工夫が必要である
と考える。

②大卒以上の高学歴者の割合　100％

③比較対象職員の状況
年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の４３人及
び年俸制適用者に係る①表（同）の常勤職員欄の６１人　計１０４人　１０４人
の平均年齢４６．４歳、平均年間給与額１３，４１０千円

平成２３年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成２２
年度とほぼ同様に、対国家公務員108.1、地域・学歴勘案119.6となることが
見込まれるが、上述のとおり、医師確保が厳しい情勢のなか、優秀な医師を
確保するための処遇改善が重要課題でもあり、国家公務員の医師給与、公
立・民間医療機関の医師の給与等を総合的に考慮したうえで、適切な水準
の確保について検討する。

その他の事項

①管理職の割合（H23.4.1現在）　51.1％

講ずる措置

（参考）
直近の医療経済実態調査結果（平成２１年６月）職種別常勤職員１人当たり
平均給料月額より一般病院医師の年収を推計
国立　1372万円（100.0）、公立1497万円（109.4）、医療法人1550万円
（113.0）

引き続き、法人の業務の実績を考慮し、社会一般の情勢に適合した給与水
準となるよう適切に対応していく。
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○病院看護師

地域勘案　　　　　　 １０３．６

参考 学歴勘案　　　　　　 １０８．２

地域・学歴勘案　　　１０３．８

○支出総額（２２決算ベース）に占める給与・報酬等支給総額の割合

支出総額 23,395百万円
給与・報酬等支給総額 7,273百万円

○管理職割合の改善の取組状況

管理職員については独立行政法人移行時に組織の見直しを行い、適正配置に努めている。

対国家公務員　　１０９．１

・当法人は国家公務員の給与に準じて地域手当を支給しているが、在勤地
（吹田市）が３級地であり、全職員に対して12/100の率で支給している。
・看護師長以上の職員については、病院における管理職として、国の俸給
の特別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。

【主務大臣の検証結果】
   地域、学歴等を考慮してもなお、国家公務員より高い水準であることから、
運営費交付金が交付されていることにも鑑み、国民の皆様に納得していた
だけるように、一層の給与水準の見直しについて十分検討していただききた
い。
その際には、事務職、技能職等様々な職種があることを踏まえて、評価・検
証を行っていただきたい。なお、ラスパイレス指数を用いて、法人の職員と
国家公務員との給与水準を比較するに当たっては、その算出方法につい
て、より客観的な比較が可能となるような工夫が必要であると考える。

項目

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　２４．８％
（国からの財政支出額　５９億円、支出予算の総額　２３８億円：平成22年度
予算）

【検証結果】
－

内容

指数の状況

講ずる措置
平成２３年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成２２
年度とほぼ同様に、対国家公務員109.1、地域・学歴勘案103.8となることが
見込まれるが、高度専門医療を担うナショナルセンターとして、優秀な看護
師確保には非常に苦慮している現状から看護師の処遇改善が重要課題で
もあり、国家公務員の給与、公立・民間医療機関の給与等を総合的に考慮
したうえで、適切な水準の確保について検討する。

31.09%

その他の事項

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

引き続き、法人の業務の実績を考慮し、社会一般の情勢に適合した給与水
準となるよう適切に対応していく。

①管理職の割合（H23.4.1現在）　4.8％

②大卒以上の高学歴者の割合　22.9％
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成22年度）

前年度
（平成21年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
注１：本法人は、平成２２年４月１日に設立されたことから、「中期目標期間開始時（平成22年度）からの増△減」欄は記載していない

総人件費について参考となる事項

（　　　　　）21.52

-14.82
退職手当支給額

1,402,119

区　　分

非常勤役職員等給与

中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減

6,761,655

１．人件費の主な増減要因等

②最広義人件費の主な増減要因
・医師確保の観点からレジデント及び専門修練医の時給単価を改定
・循環器研究開発費による非常勤職員のイントラ化

-

7.56

292,607 （　　　　　）

比較増△減

249,231 -43,376

給与、報酬等支給総額

（　　　　　）9,913,621 9,569,986 343,635 3.6

510,847 （　　　　　）

（　　　　　）

1,153,774 248,345 -

-7,272,502

-

989,769 1,361,950 -372,181 -27.33

最広義人件費

福利厚生費
-

①給与、報酬等支給総額
・良質な医療を効率的に提供していくため、医療従事者を増員（２４５，２３４千円）
・研究職の医師手当の改善（３３，３００千円）
・技能職の退職後不補充（△１１，６１８千円）

２．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」(平成１８年
法律第４７号)及び「行政改革の重要方針」(平成１７年１２月２４日閣議決定)による人件
費削減の取組み状況
①中期目標(抜粋)
総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、「簡素で効
率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」(平成１８年法律第４７号)
や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」(平成１８年７月７日閣議決定)に
基づいて人件費改革に取り組むとともに、給与水準に関して国民の理解が十分得られ
るよう必要な説明や評価を受けるものとすること。

②中期計画(抜粋)
総人件費については、センターの果たすべき役割の重要性を踏まえつつ、「簡素で効
率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」(平成１８年法律第４７号)
に基づき平成２２年度において１％以上を基本とする削減に取り組み、「経済財政運営
と構造改革に関する基本方針2006」(平成１８年７月７日閣議決定)に基づき、人件費改
革の取組を平成２３年度まで継続するとともに、給与水準に関して国民の理解が十分得
られるよう必要な説明や評価を受けるものとする。その際、併せて、医療法(昭和２３年法
律第205号)及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行うことはもとより、国の制度の
創設や改正に伴う人材確保も含め高度先駆的医療の推進のための対応や医療安全を
確保するための適切な取り組みを行う。また、独立行政法人に関する制度の見直しの
状況を踏まえ適切な取り組みを行う。
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注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給

　与較差に基づく給与改定分（平成22年度△1.5％）を除いた削減率である。

【国立循環器病研究センターにおける総人件費改革に係る状況】

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

【主務大臣の検証結果】
　平成22年度の総人件費については、平成21年度比7.6％（補正値9.1％）増となっているが、こ
れは、循環器病に関する高度先駆的医療の開発・普及・提供の人材確保などの必要性を踏ま
え、診療部門で医師及び看護師を増員したもの等と認識している。
　なお、運営費交付金が交付されていることにも鑑み、この増員等により、脳卒中、心筋梗塞等
の循環器疾患の新たな診断法や治療法の開発等に向けて治験・臨床研究体制の強化を図っ
たこと、病院事業において大幅な収支改善（平成22年度医業収支は10億円の黒字）が図られ
ていることについて、国民の皆様に納得いただけるよう十分な説明責任を果たしていただきた
い。
　また、国立循環器病研究センターに与えられているミッションを達成するための、研究の実施
体制、研究の成果の評価方法等について、十分な検証を行うべきと考える。

人件費削減率（補正値）
（％）

人件費削減率
（％）

③人件費削減取組の進捗状況

（人件費削減の場合）　　　　　　　総人件費改革の取組状況

給与、報酬等支給総額
（千円）

年　　　度

○　国立循環器病研究センターの総人件費は平成22年度72.7億円となっており、平成21年度
比で7.6％（補正値9.1％）増となっている。
○　今般の人件費の増加は、循環器病に関する高度先駆的医療の開発・普及・提供の人材確
保（※）など、国立循環器病研究センターの役割を着実に果たすために、医師・看護師等の増
員等をしたものである。
（※：循環器病に係る治験の推進、救命救急センターやＣＣＵの体制強化等）
○今後の対応として、引き続き、技能職の退職後不補充等により、事務・技能職の人件費の更
なる削減に努める。また、救急医や外科医、産科医等の適切な配置や臓器移植の取組の強化
等により、病院収支の更なる向上に努める。外部研究費等の獲得についても努力するほか、研
究体制の強化についても、治験・臨床研究の数や研究成果等について、国民に対する説明責
任を果たすよう努める。また、現在政府として研究開発法人の創設が検討されていることや、24
年度以降の独立行政法人等の人件費の在り方に係る議論も踏まえ、その方向性を注視しなが
ら、国策としての研究を担う国立循環器病研究センターが、より一層の成果を発揮できるよう、そ
の研究・病院部門の人件費の在り方については更なる検討が必要であると考えている。

9.1

平成21年度 平成22年度

6,761,655 7,272,502

7.6
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府省庁名　厚生労働省

氏名 年齢
当初就任
年月日

前職 氏名 年齢 現（前）職

　応募総数　４名

　　　↓

　書類選考

　　　↓　（４名）

　面　　接

　　　↓　（２名）

　任命権者が選任

理事長
（独）国立循環器病
研究センター

選 考 結 果 総 括 表

現任者 任命予定者
選考経過

（公募の結果、改めて現任者を選任）
国立循環器病センター
総長

H22.4.163橋本　信夫

役職
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選考委員会の属性について 

 

 

【厚生労働省】 

 

・独立行政法人国立循環器病研究センター 理事長 

 

 

先行委員会のメンバーの主な属性は以下のとおり 

  ・大学教授    ４名 

  ・病院経営者   ３名 

  ・会社役員    １名 

  ・団体役員    ３名 

   計      １１名 
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（項目４） 

事業費の冗費の点検 

（委員長通知別添二関係） 
 

事業費項目 点検状況 

１年間実施した場

合の削減効果額 

（単位：千円） 

①庁費の執行状

況の点検 

診療材料の６ＮＣ共同購入の実施や、広報活動（ホームページ

運用委託契約）・業務委託契約の範囲や仕様の見直し等を行い、

コスト削減を図った。 

②旅費の執行状

況の点検 

出張日の前日までの出張内申書提出の徹底。 

出張後の出張復命書提出の徹底。 

旅費計算内容の複数人によるチェック。 

③給与振込経費

の削減 

独法移行時にメインバンクの東京三菱

ＵＦＪ銀行との取決めで、給与振込みの

振込手数料は無料となっている。 

0 

千円 

④その他コスト

削減について検

討したもの 

１．建物整備にかかる建築コストの削減 

 

病院改修等以外の建築等における特

殊性の少ない建物整備について、建物整

備にかかる設計仕様の緩和(民間仕様の

採用)及び一般競争入札の競争参加資格

の緩和による参加業者数の増加により

57,456 

千円 
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実施した入札実績効果を反映した、独法

規程等に基づく新たな予定価格決定方

法を採用し、国時代(21 年度)と比較し

建築コストを約２０％抑えることがで

きた。 

 

２．医薬品・検査試薬及び診療材料の共同

購入によるコストの削減 

 

平成２２年４月独立行政法人化当初

から６ＮＣ共同入札事業を実施し、スケ

ールメリットを活かし、メーカー群で評

価した単価契約の実施により、効率的な

購入契約を実現した。 

 

35,379 

千円 

(但し、医薬品についてはコスト

削減効果が比較できないた

め、試薬と診療材料のみとし

た) 

 

３．広報活動（ホームページ運用委託契約）

の見直しによるコストの削減 

 

センターの事業を全体的に表現し広

報するための重要なツールである、ホー

ムページ作成及び運営業務委託契約に

ついて、センター業務方法書第６条に基

づく委託先の選定に配慮しつつ、コスト

削減を目的としたアウトソーシングを

実施するため、公募型企画競争を活用

し、その委託業務内容、表現内容の品質

等を担保しつつ、コスト削減を実現し

た。 

 

 

32,530 

千円 

 ４．消費税課税方式の適正化 

 

消費税の課税方式を個別対応方式に

することにより消費税の適正化を図っ

た。一括比例配分方式に比べ、約260万

円の節減となる。  

 

 

 

 

2,600 

千円 
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（項目４の２） 

平成２２年度の庁費及び旅費の類に関する支出状況

上段：支出予定
下段：支出実績

（単位：千円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

26,403,161 23,445,466 5,346,990 1,736,178 1,633,028 1,977,784 5,247,796 1,671,789 1,726,299 1,849,708 6,152,284 1,774,540 1,728,393 2,649,351 6,698,396 1,711,586 1,828,749 3,158,061

23,395,234 5,337,879 1,732,738 1,630,441 1,974,700 5,238,297 1,668,793 1,723,178 1,846,326 6,138,497 1,770,957 1,724,233 2,643,307 6,680,561 1,705,921 1,822,868 3,151,772

26,373,821 23,415,693 5,346,913 1,736,151 1,633,004 1,977,758 5,233,211 1,671,762 1,726,275 1,835,174 6,152,200 1,774,514 1,728,369 2,649,317 6,683,369 1,711,564 1,828,727 3,143,078

23,365,461 5,337,802 1,732,711 1,630,417 1,974,674 5,223,712 1,668,766 1,723,154 1,831,792 6,138,413 1,770,931 1,724,209 2,643,273 6,665,534 1,705,899 1,822,846 3,136,789

18,236,512 17,465,278 4,395,358 1,475,797 1,330,752 1,588,809 4,143,556 1,343,758 1,388,968 1,410,830 4,868,681 1,403,375 1,354,501 2,110,805 4,057,683 1,302,101 1,355,698 1,399,884

17,420,013 4,386,837 1,472,482 1,328,382 1,585,973 4,134,824 1,340,987 1,386,032 1,407,805 4,857,197 1,400,630 1,351,589 2,104,978 4,041,155 1,296,780 1,350,185 1,394,190

8,230,270 7,314,703 1,809,286 701,813 504,193 603,280 1,857,161 589,365 624,478 643,318 1,866,114 583,824 619,286 663,004 1,782,142 551,148 596,248 634,746

7,280,313 1,800,780 698,513 501,823 600,444 1,848,429 586,594 621,542 640,293 1,857,340 581,079 616,374 659,887 1,773,764 548,557 593,445 631,762

664,680 798,454 192,996 63,804 63,381 65,811 195,940 67,920 63,451 64,569 201,075 64,042 66,984 70,049 208,443 70,704 68,008 69,731

787,614 192,996 63,804 63,381 65,811 195,940 67,920 63,451 64,569 198,365 64,042 66,984 67,339 200,313 67,994 65,298 67,021

9,879 11,848 5,031 4,298 301 432 2,137 761 495 881 2,269 650 923 696 2,411 1,016 622 773

11,813 5,016 4,283 301 432 2,137 761 495 881 2,269 650 923 696 2,391 996 622 773

3,218,212 163,500 140,400 19,500 3,600 30,900 27,000 0 3,900 366,600 366,600 0 0 2,657,212 0 7,800 2,649,412

618,212 163,500 140,400 19,500 3,600 30,900 27,000 0 3,900 366,600 366,600 0 0 57,212 0 7,800 49,412

9,212,922 5,950,415 951,556 260,354 302,252 388,950 1,089,655 328,004 337,307 424,344 1,283,519 371,139 373,868 538,512 2,625,685 409,463 473,028 1,743,194

5,945,448 950,966 260,229 302,035 388,702 1,088,888 327,779 337,122 423,987 1,281,216 370,301 372,620 538,295 2,624,378 409,119 472,660 1,742,599

325,009 210,260 24,779 6,269 8,776 9,734 18,877 3,636 7,988 7,253 38,677 11,223 15,340 12,114 127,927 35,484 23,192 69,251

209,271 24,663 6,240 8,735 9,688 18,788 3,619 7,950 7,219 38,495 11,170 15,268 12,057 127,325 35,317 23,083 68,925

33,734 32,536 3,487 1,741 1,178 568 2,005 998 792 215 2,889 1,083 988 818 24,155 1,479 1,321 21,355

32,516 3,477 1,731 1,178 568 2,005 998 792 215 2,889 1,083 988 818 24,145 1,479 1,321 21,345

70,130 12,321 2,934 3,912 5,475 20,555 5,431 2,980 12,144 37,165 14,970 18,967 3,228 89 4,612 11,762 -16,285

66,172 11,857 2,848 3,736 5,273 19,877 5,223 2,833 11,821 35,044 14,185 17,791 3,068 -606 4,435 11,503 -16,544

22,928 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22,928 0 0 22,928

20,328 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20,328 0 0 20,328
未払い消費税

（医）租税公課

医業外費用

（外）材料費

（外）旅費交通費

　　（研）旅費交通費

（医）旅費交通費

区   分 計画額 合　計

支　　　出　　　　状　　　　況

　第１・四半期 　第２・四半期 　第３・四半期 　第４・四半期

［経常費用］

 業務費用

医業費用

（医）材料費

（医）委託費
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（項目５） 

契   約 

（委員長通知別添二関係） 
 

①契約監視委員会から

の主な指摘事項 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成２１年１１月１７日閣議決定）に基づき、契約の

点検、見直しを行うため、監査室を事務局とした、監事

及び外部有識者で構成する「契約監視委員会」を設置（平

成２３年３月２８日）しており、 

競争性のない随意契約、一者応札・応募となった契約、

落札率が１００％となった契約等について、契約の適正

性・妥当性・競争性確保の観点から監視を行っている。 

第１回契約監視委員会開催（平成２３年３月３１日開

催）においては、委員長等選出の他、事務局（監査室）

より委員会設置の概要、関係規程等についての説明を行

なったが、特段の指摘事項は無かった。 

また、議事概要については、ホームページにおいて公

表している。 

②契約監視委員会以外

の契約審査体制とその

活動状況 

○理事会 

・法人運営上重要な一定額以上の契約（建物整備３億円、

その他５，０００万円以上）については、理事会の承認

を必要とし、外部理事・監事の意見等が反映される仕組

みとなっている。 

 

○契約審査委員会 

・内部統制強化の観点から、直接契約に関与しない職員

及び法人外部の者で構成される契約審査委員会を設置

し、契約方法や仕様書の内容等の審査を行っている。

その審査内容は、契約の締結責任者（総長）へ意見具

申を行い、必要に応じて契約方式の見直しを実施して

いる。 

 

○仕様書等策定委員会 

・調達における仕様書等の作成について、契約担当者以

外を含めた複数の者で構成される仕様書策定委員会に

おいて、類似機器等を比較するなど適正に決定してい

る。 
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○契約事務のプロセス 

・別紙（P.36）のとおり 

 

③「随意契約等見直し計

画」の進捗状況 

 

④一者応札・一者応募と

なった契約の改善方策 

・入札方法について、次の事項に取り組んでいる。 

① 公告内容 

公告情報から事業規模等が容易に推測できるよう

詳細に記載する。 

② 公告方法 

入札公告は、全てホームページに掲載、院内掲示を

行う。 

③ 公告期間 

土日・祝日を除き、１０日間以上と規定している。 

④ 資格要件 

当該契約に必要以上の業務実績等、必要性が低い要

件を設定しない。 

⑤ 仕様等 

 ア 業務内容を具体的に分かり易く記載する。 

 イ 特定の者が有利となる仕様としない。 

 ウ 発注コスト、地域性等の諸条件に考慮し、適切

な発注単位とする。 

 エ 複数業者から参考見積を徴取する。 

⑥ 参加者への配慮 

 ア 契約に応じた履行期限等とし、契約期間につい

ても、十分な期間を設け履行しやすくなるよう配

慮する。 

イ 契約に応じ、競争参加しやすい条件（複数年契
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約）とするなど配慮する。 

 ⑦ 公募型企画競争契約の積極的な採用 

   一者応札の原因の１つである、価格のみの競争に

よる調達だけでなく、契約の性質又は目的から価

格のみならず、企画、技術の提案も併せて評価で

きる公募型企画競争契約を積極的に採用してい

る。 

 

⑤契約に係る規程類と

その運用状況 

・「独立行政法人における契約の適正化（依頼）」（平成

20年 11月 14 日総務省行政管理局長事務連絡）におい

て講ずることとされている措置について、①～⑤につ

いては実施済みである。 

⑥総合評価方式、企画競争及び公募を実施する場合にい

て、「選定委員における外部有識者割合の基準の設定」

が未実施のため平成 23 年度中に措置を講じる予定で

ある。 

⑥再委託している契約

の内容と再委託割合（再

委託割合が 50%以上のも

の又は随意契約による

ものを再委託している

もの） 

・該当なし 

⑦公益法人等との契約

の状況 

競争契約については、該当なし。 

随意契約については、3件､559,330 千円であり 

【内訳】 

 ・日本赤十字社：血液調達 

           1件､389,926 千円 

 ・日本アイソトープ協会：放射線医薬品の調達 

1件､163,204 千円 

・日本アイソトープ協会：放射性廃棄物の廃棄 

1件､  6,200 千円 
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⑧その他調達の見直し

の状況 

次のとおり、その他調達契約の適正化に取り組んでい

る。 

・調達コスト算定について 

① 予定価格については、過去の契約実績（対定価

率）、複数業者からの参考見積額、他の医療機関

への価格照会等の複数の資料等を比較検討し積

算している。 

② 調達企画室を総務課とすることで、資金調達や

コスト管理を担当する財務経理課と組織上区別

し、契約に対するコスト管理を互いに牽制するこ

とにより、予定価格の妥当性等を点検している。 

 

・情報公開 

  ① 入札公告をホームページ及び院内に掲示してい

る。 

  ② 予定価格が１００万円を超える契約について、

契約締結の日から７２日以内にホームページで

公表している。 
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（項目５の２） 

 

Ⅰ 平成２２年度の実績【全体】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

353件 

(81%) 

115億円 

(88%) 

 
うち一者応

札 

70件 

【19.8%】 

10.0億円 

【8.7%】 

総合評価落札方

式 

0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

指名競争入札 
0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

企画競争等 
5件 

(1%) 

0.6億円 

(1%) 

 
うち一者応

募 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

競争性のない随意契約 
79件 

(18%) 

14.4億円 

(11%) 

合 計 
437件 

( 100%) 

130億円 

( 100%) 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅱ 平成２２年度の実績【公益法人】 

 件数 金額 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

一般競争入札 

（最低価格落札方式） 

0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

総合評価落札方

式 

0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

指名競争入札 
0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

札 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

企画競争等 
0件 

(    %) 

0億円 

(    %) 

 
うち一者応

募 

0件 

【    %】 

0億円 

【    %】 

競争性のない随意契約 
3件 

(100%) 

5.6億円 

(100%) 

合 計 
3件 

( 100%) 

5.6億円 

( 100%) 

※ 「公益法人」は、いわゆる広義の公益法人を指し、独立行政法人、特例民法法人等の

ほか、社会福祉法人や学校法人も含む。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 【  %】には、一般競争入札等のうち一者入札・応募となったものの割合を示す。 

※ 「競争性のある契約」の各欄には、不落・不調随契が含まれ、一者入札・応募として

カウントしている。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示す。 
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Ⅲ 随意契約等見直し計画の進捗状況 その１ 

 随意契約等見直し計画によ

る見直し後の姿 
平成 22年度実績 

件数 金額 件数 金額 

事務・事業をとり

やめたもの 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 件 

(  - %) 

－ 億円 

(  - %) 

競
争
性
の
あ
る
契
約 

競争入札 
353件 

(  81%) 

115億円 

(  88%) 

企画競争等 
5件 

(   1%) 

0.6億円 

(   1%) 

競争性のない随

意契約 

79件 

(  18%) 

14.4億円 

(  11%) 

合 計 
437件 

( 100%) 

130億円 

( 100%) 

※ 「随意契約等見直し計画」策定時の個々の契約が、平成 22年度においてどのような契

約形態にあるかを記載するもの。 

※ 「随意契約等見直し計画による見直し後の姿」の各欄の件数・金額は、随意契約等見

直し計画時の件数・金額から複数年契約で平成 22年度に契約の更改を行っていないもの

を除いたもの。 

※ 予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令第 99条第 2号、第 3号、第 4号又は

第 7号の金額を超えないもの）を除く。 

※ 「競争入札」は、一般競争入札及び指名競争入札を示す。 

※ 「企画競争等」は、企画競争及び公募を示し、平成 22年度実績欄には不落・不調随契

が含まれる。 
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（別紙） 

 

・決裁

・1,000未満契約締結権限

・決裁

・法人運営との整合性

・組織運営との整合性

・決裁

・年度計画との照合
・費用対効果の確認 ○仕様書（案）の作成

・決裁

・契約目的の整理
・契約方法の検討
・入札日程の検討

・各部門等からの要求
・ヒアリング等の実施

・研究推進に必要な機器
・各研究担当者からの要望

・病院運営維持に必要な機器
・各委員会、検討会からの要望

・法人運営、維持に必要な契約
・法人戦略に必要な契約

・審査結果の
意見具申

調達企画室

契約係

企画書、契約伺いによる契約方
針の決定稟議

（契約事務に直接関与する者以外の者）

外部委員 委員

総務課長

○審査会資
料の提出

　（審査会の職務、審議事項等)
○審査会は、次の各号に掲げる事項に関し調査
審議を行い、総長等に意見具申を行う
1.契約の方法及び当該方法を採用する理由並び
に経営の効率が見込まれる内容及びその見込
額に関すること
2.一括購入によるコスト削減の可否に関すること
3.調達数量等の妥当性に関すること
4.競争性の阻害要因の有無に関すること
5.より競争性の高い契約形態への移行の可否に
関すること
6.競争性を向上させるための措置の有無に関す
ること
7.契約の性質又は当該目的から総合的に判断
する企画、技術提案等の内容に関すること。
8.契約事務取扱細則第５条第３項による競争参
加資格に関すること。
9.取引停止等の競争参加者の制限に関するこ
と。
10.低価格入札等における供給者の履行能力に
関すること。

○審査会は詐欺の各号に掲げる事項を処理しな
ければならない。
1.センターの行う調達に関する苦情の処理に関
すること。
2.談合に関する情報、不正行為への対応等に関
すること。

研究所

病院

事務部

契約業務のイメージ　（契約方針の決定、契約審査委員会）

契約審査委員会契約事務担当者

委員長総務部長

（3億以上建物、5千万以上の物品・役務契約）

1,000万円以上の契約案
件などを審査会に諮る

・全ての契約締結の権限

・審議依頼

理事会

総　　長

・重要な財産の処分等に関する事項
・業務運営に関する重要事項

　　・重要事項にかかる契約等は理事会へ

　　・1,000万円以上の契約は審査会へ

企画書、契約伺いによる契
約方針の決定稟議

仕様書

策定委員会
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（項目６） 

内 部 統 制 

 

①統制環境 

 

１ 理事長の役職員へのミッションの周知等 

理事長は、独立行政法人国立循環器病研究センターの理念にも

掲げられている「国民の健康と幸福のため、高度専門医療研究セ

ンターとして循環器疾患の究明と制圧に挑む」事を常日頃から強

調するとともに、第 1期中期計画期間においては、研究・開発の

推進、高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供、高度な医

療の提供への取組、人材の育成・確保をポイントとして掲げてお

り、これらの方針については、定例の幹部会議、独法化開始時の

センター内での挨拶などの場で役職員に示し、イントラネットに

リンクしているホームページに中期目標、中期計画、年度計画を

掲示し、職員へのミッションの周知を行った。 

また、センター内イントラネットで、当センター運営にかかる

意見や提案について募集を行い、職員一人一人の経営意識の向上

を図った。 

 

 

２ 理事長のリーダーシップ発揮及びマネジメントの実効性

確保 

理事長が決定すべき重要な事項については、理事長、理事他か

ら構成される理事長会を定期的に開催しており、当該役員会にお

ける議論を通じて、理事長が適切に意思決定できる仕組みとなっ

ており、中期計画、年度計画決定や、目標に達成に向けて、リー

ダーシップ発揮及びマネジメントの実効性を確保している。 

 

（１）企画経営課の設置 

平成２２年４月から企画経営課を新しく設置し、各部署のヒア

リングを実施し、人員の補充、医療機器の購入案を企画作成した。 

 

（２）コスト管理・適正化 

コスト管理については、給与制度の適正化、材料費の節減（後

発医薬品の使用促進、医薬品・検査試薬及び診療材料の共同購入、

建築整備にかかる建築コストの適正化、旅費の執行状況の点検、

広報活動（ホームページ運用委託契約）の見直し等を実施した。 
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３ 内部統制の構築状況 

（１）内部統制 

①業務の有効性・効率性 

②法令等の遵守 

③資産の保全 

④財務報告等の信頼性 

上記のことについて、内部監査、監事監査、監査人監査の

実施により、関係諸法令及び諸規程等に対する合規性、中期

計画その他重要施策の実施状況、業務運営の適正性及び効率

性、資産の保全、財務報告等の信頼性を監査し、問題点の検

討及び改善を図るため、全部門の業務を対象に監事監査を実

施した。それにより、宿日直勤務、業務委託契約、ファーム

バンキングにかかる内部統制等について指摘、指導され、改

善に取り組んだ。 

 

（２）監査室の設置 

理事長の下に独立した組織として監査室（監査室長１名、係長

１名を配置）を設置（平成２２年４月～）し、監事及び会計監査

人と連携のうえ、事業年度毎に定めた内部監査計画に基づき、業

務の実施、会計処理に関する犯罪、非違及び事故の調査及び処理、

コンプライアンスへの対応について、内部監査を実施した。 

 

 

４ 役員会の位置付け、権限の状況 

理事については、理事長を補佐してセンターの業務を掌握し、

理事長のマネジメントを強力にサポートする体制としている。 

 

監事機能については、常に業務運営の実施状況を把握するとと

もに、運営上の課題の認識を深めることなど、内部統制における

役割を明確にしている。 

また、理事会に出席し、業務の運営状況の把握等を行うととも

に、考えられるリスクについて意見を述べることができることと

しており、独立した立場から、内部統制の整備及び運用状況を監

視する役割を果たしている。 
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５ 理事長と監事・会計監査人の連携状況 

理事長のリーダーシップ発揮及びマネジメントの実効性

確保、監事による、業務・会計監査、会計監査法人により会

計処理の監査を実施することにより、内部統制の強化実施と

なっている。 

 

６ その他統制環境に関する状況 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１

年１１月１７日閣議決定）に基づき、契約の点検、見直しを行う

ため、監査室を事務局とした、監事及び外部有識者で構成する「契

約監視委員会」を設置した。 

 

②リスクの識

別・評価・対

応 

 

１．全職員が参加できる体制 

センター内イントラネットで、当センター運営にかかる意見や提

案について募集を行い、職員全体が問題や意見を発言できる体制を

取った。 

２．医療安全について 

医療安全室を中央部門に設置しており、室員は、医師・看護師・

薬剤師・技師などの医療職員と、管理部門職員の多職種で構成され

る 20 名としている。医療安全について特定機能病院に専任配置が

義務付けられている医療安全管理者（ゼネラルリスクマネージャ

ー）に専従の看護師長を配置している。診療の各部門にはリスクマ

ネージャーを配置し、副院長を委員長とする医療安全推進委員会を

設置し医療安全を推進している。 

医療安全に関するリスクについては、「医療安全管理指針」に基

づき、医療事故の「報告範囲」、「患者に及ぼす影響レベル」等を定

め、「事故の種類」、「事故発生の場面」等を医療安全推進委員会に

報告し、リスクの分類を行って対応している。 

リスクのランク付け方法は、発生した医療事故やヒヤリハット事

例が患者にどの程度の影響を与えたかを区分するために、７段階の

指標を策定し対応している。 

また、リスク対応計画として、「医療安全管理指針」を作成し、

毎年見直しを行っている。この「医療安全管理指針」に基づき、医

療安全に関するマニュアルも毎年、見直しを行っており、医療安全

の研修、会議を開催している。 
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③統制活動 

１．内部監査 

「内部監査指導要領」並びに「内部監査指導要領（コンプ

ライアンス編）」を作成、これに基づき、全部門に対する自

己評価チェックリストによる自己評価を行うことにより、自

己評価の内容について、書面による監査を実施した。 

 

２．医療安全 

医療安全については、毎月一回の室員会議、週１回のコアメンバ

ー会議のほかに、具体的なテーマに添う複数のワーキンググループ

に分かれての活動も積極的に行っている。 

④情報と伝達 

 

１．医療安全 

医療安全については、発生した医療事故、ヒヤリハット事例の集

計結果、原因究明及び再発防止の観点から、当センターの事例のみ

ならず他院の事例等も取り上げ、院内に伝達している。 

 

⑤モニタリン

グ 

１ 日常的モニタリング 

（１）事務関係業務について 

当該業務に関する決済時にチェックを行うこととしている。 

また、内部監査、監事監査、監査人監査等の結果を理事長等幹部

職員に報告し、報告を受けた理事長等幹部は、必要に応じ改善指示

を行うこととしている。 

  

２ 独立的評価と評価プロセス 

【独立的評価（内部監査・監事監査）】 

内部監査については、平成２２年４月、理事長の下に独立した

内部監査部門として監査室を設置。 当該室が主体となり、内部監

査(書面及び実地)を実施している。 

 

監事は、内部統制に関する独立的評価として、監事監査を 

行っている。また監事は、監査室と連携して、高リスク事項 

である契約状況について、監事と外部有識者で構成する契約 

 監視委員会による監視体制を整えている。 

 

【評価プロセス】 

内部監査は、監査室が業務の適正かつ能率的な執行の確保を担

保すること、並びに、会計処理の適正を期すことを目的とし、諸
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規程等に対する合規性、業務ルールの適切性、業務ルールに対す

る準拠性等について、書面及び実地による監査を行っている。 

・ 書面監査では、コンプライアンスの視点に基づく業務全 

般を網羅した内部監査指導要領を策定し、これに基づき自 

己点検を各部門に行わせると共に、その結果を活用して内 

部監査部門としてのリスク評価を行っている。 

・ 上記に加え、外部監査機関の当センターに対する監査の 

結果も参考にして、内部監査にかかる重点項目を設定し、 

実地監査を行っている。 

 

監事監査は、監事が、独立行政法人通則法の規定に基づき、 

当センターの監事監査規程に従って、独立した立場で実施し 

ている。 

・ 方法としては、理事・内部監査部門・その他の役職員等 

と意思疎通を図り、情報を収集して監査環境の整備に努め 

るとともに、理事会その他重要な会議に出席するほか、役 

職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要 

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及 

び財産の状況の調査を行なっている。 

・ 監事監査を行うに当たっては、①内部統制の状況、②そ 

の前提としての理事長等各役員の統制環境の認識の適切 

性、③業績測定尺度の設定や諸々のリスクの識別・評価の 

適切性、④モニタリングの実施とその結果の対策反映・次 

期計画反映の適切性、⑤リスク対応不充分の場合の原因分 

析等の適切性を監査の対象としている。 

・ また、契約監視委員会においては、競争性のない随意契 

約、一者応札・応募となった契約、落札率１００％となっ 

た契約について、契約の適正性・妥当性・競争性確保の観 

点から監視を行っている。 

 

３ 内部統制上の問題についての報告 

  役員は、監事や監査室による監査の報告で評価・指摘され 

た統制環境に係る問題点等について、役員会等で把握・検証 

を行い、統制環境の改善を図っている。 
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⑥ＩＣＴへの

対応 

・「モバイルメディシン」システム 

救急車で搬送中の傷病者の心電図、画像などの情報をリアルタイ

ムで受入病院に送信する「モバイルメディシン」システムを、当セ

ンターで開発・実用化し、運用している。医師は救急車からの映像

と医療データに基づき、迅速かつ的確な診断及び救急隊員への患者

の症状に即応した適切な指示・助言が可能になり、プレホスピタル

ケアにおける救命率の向上と予後の改善に役立っている。 

 

※ ＩＣＴ：Information and Communications Technology（情報通
信技術）の略。ＩＴと同様の意味で用いられることが多いが、「コ
ミュニケーション」という情報や知識の共有という概念が表現さ
れている点に特徴がある。 

⑦監事監査 

・内部監査 

の実施状況 

監事監査 

業務の適正かつ能率的な運営に資するとともに会計経

理の適正を期すことを目的とし、関係諸法令及び諸規程

等に対する合規性、中期計画その他重要施策の実施状況、

業務運営の適正性及び効率性を監査し、問題点の検討及

び改善を図るため、全部門の業務を対象に監事監査を実

施している。 

①業務監査 

  業務がその目的を達成するために合理的かつ効 

 率的に運営されているか。 

②会計監査 

  会計に関する事務処理が法令その他諸規程等に従い

適正に実施されているか。 

（監査の方法） 

監事監査規程に従い、理事会その他重要な会議に出席

するほか、理事長及び理事等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、主要な施設における業務及び財産の

状況の調査を行っている。 

 

１ 中期計画・年度計画等の妥当性について 

  中期計画については、厚生労働大臣から指示のあっ

た達成すべき業務運営に関する中期目標に基づき策定

されたものであって、厚生労働大臣から認可されたも

のであり、平成２２年度計画については、中期計画の

初年度にあたり、当年度に取り組むべき具体的施策を

各部門・課レベルまでブレークダウンしたうえで策定
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されたものであって、随時進捗状況の把握・検討を行

い管理している。 

 

２ 役職員の給与水準について 

  独立行政法人の役職員の給与改定にあたっては、国

家公務員の給与水準も十分考慮して給与水準を厳しく

見直すよう要請されているなか、役員報酬及び職員給

与の支給規程については平成２２年度人事勧告に準じ

て改正されている。 

 

内部監査 

平成２２年４月に、内部監査を円滑かつ効果的に推進

するため、理事長の下に独立した組織として監査室を設

置し、監事及び会計監査人と連携のうえ、事業年度毎に

定めた内部監査計画に基づき、業務の実施、会計処理に

関する犯罪、非違及び事故の調査及び処理、コンプライ

アンスへの対応について、内部監査を実施しており、独

立した内部監査部門の設置による実地監査体制の確立、

標準化による品質管理を図っている。 

また、業務の適正かつ能率的な執行を図るとともに会

計処理の適正を期すことを目的とした内部監査計画で

は、以下の重点項目を設定し、書面及び実地による内部

監査を効率的に実施している。 

（平成２２年度重点項目） 

「契約、支払、収入管理、債権管理、投資効果、

現金等の管理、コン-プライアンスの推進に関する事

項、個人情報保護法に関する事項、医療安全管理に

関する事項、給与、勤務時間管理等に関する事項、

診療報酬管理に関する事項、運営費交付金の管理・

執行に関する事項」 

・書面監査 

「内部監査指導要領」並びに「内部監査指導要領（コ

ンプライアンス編）」を作成、これに基づき、全部門に

対する自己評価チェックリストによる自己評価を行う

ことにより、自己評価の内容について、書面による監

査を実施。 

（被監査部門）全１４部門 

（監査項目）９９６項目  
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・実地監査 

上記自己評価の結果を踏まえ、諸規程等に対する合

規制、業務運営の適正性及び効率性を監査し、問題点

の検討及び改善を図る観点から、必要と認める部門に

対し実地による監査を計画、実施。 

（被監査部門）全７部門  

更に、競争的研究資金に関して「内部監査指導要領

（競争的研究資金編）」を作成、これに基づき、該当部

門に対し実地による監査を計画、実施。 

（監査項目）１０８項目  

加えて、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しに

ついて」（閣議決定）に基づき、契約の点検、見直しを

行うため、監査室を事務局とした、監事及び外部有識

者で構成する「契約監視委員会」を設置（平成２３年

３月２８日）し、以下の案件について審議している。 

① 競争性のない随意契約 

② 一者応札・応募となった契約 

③ 落札率が１００％となった契約 

④ その他必要な案件 

なお、議事概要については、ホームページにおいて公

表している。 

⑧内部統制の

確立による成

果・課題 

１．内部監査等 

内部監査、監事監査、会計監査人監査等については、適正に業務

を遂行できているか、コンプライアンスを遵守した業務ができてい

るか等の確認・修正に繋がり、適正な事務の遂行に一定の効果が上

がっている。 

 

２．医療安全について 

医療安全については、日本医療機能評価機構が行う医療事故情報

収集等事業への報告義務医療機関になっており、「医療安全管理指

針」等の徹底により、報告精度の向上に貢献しているものと考える。 

また、医療事故の警鐘的な事例及び当該事故の集計結果が各病院

間で情報共有されることで、病院毎の医療安全対策の向上にも繋が

っているところである。 
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（項目７） 

事務・事業の見直し等 

（委員長通知別添三関係） 
 

①独立行政法人の事

務・事業の見直し基本方

針で講ずべき措置とさ

れたものの取組状況 

（22 年度中又は 22 年度か

ら実施とされたもの） 

1.業務運営の効率化 

（１）事務部門の人員配置の見直し 

事務部門について、平成２２年４月独法化に伴い、よ

り効率的・効果的な運営を目的とし、監査室、企画経営

課等の新設や、総務課に広報係、財務経理課に診療報酬

指導係、研究医療課に産学連携係を設置するなど、今ま

での体制を見直し、一層の効率化を目指して改編した。  

事務部門を総務部、人事部、企画経営部財務経理部の

４部制とし、いわゆる人・物・金の担当を区分すること

で、双方の牽制効果により、ガバナンスの強化と業務の

効率化を図った。 

（２）事務職員対象の研修、人材育成 

事務職員を対象としてスタッフディベロップメント

（SD）研修を実施し、企画立案能力の醸成を図った。 

（３）一般管理費の削減 

一般管理費（退職手当を除く。）について、中期計画

に掲げている目標の達成に向けて取り組んだ。 

平成 21 年度  770,411 千円 → 平成 22 年度 

639,577千円 （▲17．0％） 

２．内部統制の強化 

・監査室の設置、内部監査の実施 

内部監査を円滑かつ効果的に推進するため、総長の下

に独立した組織として監査室（監査室長１名、係長１名

を配置）を設置（平成２２年４月～）し、監事及び会計

監査人と連携のうえ、事業年度毎に定めた内部監査計画

に基づき、業務の実施、会計処理に関する犯罪、非違及

び事故の調査及び処理、コンプライアンスへの対応につ

いて、内部監査を実施した。 

３．取引関係の見直し 

・契約業務 

契約業務については、原則として一般競争入札等によ

るものとし、競争性、公正性、透明性を確保し、適正に

契約業務を遂行した。契約に関する重要事項については、

契約審査委員会においてあらかじめ審議を行い、調達情
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報をホームページにおいて公表している。 

 

②行政刷新会議事業仕

分けでの判定結果を受

けた取組状況 

該当なし 

③省内事業仕分けで自

ら示した改革案の取組

状況 

該当なし 

④その他事務・事業の見

直し 

１．副院長複数制の導入  

平成２２年４月より副院長複数制を導入し、1名から 2

名へ増員した。このうち 1名は医療安全や地域連携、病

床管理、リハビリや放射線科、臨床検査などの中央診療

部門を、もう一人は心臓血管内科部門、心臓血管外科部

門、脳血管部門等の専門診療部門を統括するように役割

分担を明確化している。 

 

２．アドバイザリーボードの設置 

ガバナンス改革の一環として、センター活動への

アドバイスと協力を得るため、医療のみならず幅広

い分野の外部有識者５名からなる「アドバイザリー

ボード」を設置した。 

 

３．名誉技術顧問の発令 

高度な技術を有する退職者に対して、名誉技術顧問（無

償）の称号を発令し、医療分野における高度な技術に対

するアドバイス等を行うことにより優秀な人材を育成

する制度を創設した。 

 

⑤公益法人等との関係

の透明性確保 

（契約行為については、

項目５「契約」に記載） 

補助金の交付等は行っていない。 



 

 

 


